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平成２９年度笛吹市公共下水道事業会計

決 算 審 査 意 見 書

【１】 審査の対象

笛吹市公共下水道事業会計決算

【２】 審査の期間

平成３０年７月６日 

【３】 審査の方法

この審査にあたっては、地方公営企業法第３条の経営の基本原則に基づき、適正か

つ効率的に予算の執行及び事業の経営が行われているかどうか、決算報告書、財務諸

表及び事業報告書が関係法令に準拠して作成されているか、また計数が正確に記載さ

れ、かつ当該事業年度の経営成績、並びに当該年度末における財政状態を適正に表示

しているか否かを検証するため、関係諸帳簿等を検査し、合わせて関係職員の説明を

聴取した。

【４】 審査の結果

審査に付された笛吹市公共下水道事業会計決算書及び財務諸表は、それぞれ関係法

令の規定に適合し、経営成績及び当該年度末における財政状態が適正に表示されてお

り、計数は正確であることを認めた。

【５】 審査の概要

１ 予算の執行状況について

本年度における予算・決算の内容は、別表１に示すとおりである。

（１）収益的収入及び支出

収益的収入支出状況

区 分 予 算 額 決 算 額

収益的収入 　　１９億３，５２７万２千円 　　２０億１，５７３万円

収益的支出 　　１９億３，５２７万２千円 　　１９億４，８７２万２千円

収支差引額 　　　　　６，７００万８千円
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収益的収入は、予算額 19億 3,527万 2千円に対し、決算額は、20億 1,573万円（う

ち仮受消費税及び地方消費税 4,376万 3千円）で、収入率は、104.2％である。 

収益的支出は、予算額 19億 3,527万 2千円に対し、決算額は、19億 4,872 万 2千

円（うち仮払消費税及び地方消費税 3,370万 3千円）で、執行率は、100.7％である。

なお、地方公営企業法第 26条第 2項の規定による翌年度への繰越はない。 

収入の決算額の内訳は、営業収益 5 億 9,198 万 3 千円、営業外収益 13 億 8,894 万

円、特別利益 3,480 万 7 千円である。収入の予算に対して、営業収益は、1,067 万 6

千円の増であり、増加した主なものは、下水道使用料が 1,070 万 6 千円の増である。

また、営業外収益は、収入予算に対して 3,631万 3千円の増であり、増加した主なも

のは、雑収益が 3,315万 3千円の増となっている。 

支出の決算額の内訳は、営業費用 15 億 3,863 万 5 千円、営業外費用 4 億 523 万 3

千円、特別損失 485万 4千円である。支出の予算に対して不用額となったものは、営

業費用においては、管渠費 825万 9千円、総係費 567万円などである。また、営業外

費用において不用額となったものは、支払利息及び企業債取扱諸費 632万円などであ

る。 

また、予備費 296万 8千円も不用額となっている。 

 
 
（２）資本的収入及び支出 
 資本的収入支出 

区 分 予 算 額 決 算 額

資本的収入 　　１０億１，３４３万１千円 　　　９億２，７９３万５千円

資本的支出 　　１７億７，６７７万４千円 　　１６億４，６５４万８千円

収支差引額 　　△７億１，８６１万３千円
 

資本的収入は、予算額 10 億 1,343 万 1 千円に対し、決算額は 9 億 2,793 万 5 千円

で、収入率は 91.6％である。 

資本的支出は、予算額 17億 7,677万 4千円に対し、決算額は 16億 4,654万 8千円

で、執行率は 92.7％である。 

なお、地方公営企業法第 26 条第 2 項の規定による翌年度への繰越額は 1 億 1,353

万 9千円である。 

収入の決算額の内訳は、企業債 2億 4,600万円、負担金 3,194万 5 千円、補助金 6

億 4,999万円である。企業債は、収入予算に対して 1,840万円の減であり、全て建設

企業債の減である。負担金は、収入予算に対して 4,517万 8千円の減であり、主なも

のは他会計負担金の減である。また、補助金は、収入予算に対して 2,191万 8千円の

減であり、全て国庫補助金の減である。 

支出の決算額の内訳は、建設改良費 3億 6,220万 7千円、企業債償還金 12億 8,434

2



万 1 千円である。支出の予算に対して不用額となったものは、建設改良費において、

管路建設改良費 1,620万 9千円などである。また、その他資本的支出は全額不用額と

なっている。 

資本的収入額が資本的支出額に不足する額 7億 1,861万 3千円は、過年度分消費税

資本的収支調整額 1,356万 9千円、当年度損益勘定留保資金 7億 504万 4千円で補て

んした。 

 
 

（３）企業債 
企業債借入状況                      （単位 千円） 

起債の目的 限　度　額 借　入　額

建設改良事業 288,500 246,000  
建設改良事業を目的とする起債の限度額 2億 8,850万円に対し 2億 4,600万円（地

方公共財団金融機構）を借り入れている。 

なお、企業債現在高は、次表のとおりである。 
 

企業債現在高                       （単位 千円） 

平成３０年３月

末日現在

政　府　資　金 9,837,661 0 682,821 9,154,840

地方公共財団金融機構 5,984,922 246,000 421,200 5,809,722

市中銀行 211,560 0 67,150 144,410

市中銀行以外の金融機関 185,750 0 113,170 72,580

計 16,219,893 246,000 1,284,341 15,181,552

区　　　分 平成２９年度当初 当年度借入額 当年度償還額

 

企業債の状況は、当年度借入額 2 億 4,600 万円、償還額 12 億 8,434 万 1 千円で、

年度末現在高は151億8,155万2千円となっている。なお、昨年度末残高は162億1,989

万 3千円であった。 

 

 

（４）一時借入金 

予算に定める一時借入金限度額 1 億円に対し、当年度中の一時借入金はなかった。 
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（５）損益勘定留保資金等の概況               （単位 千円） 

平成30年3月

末日現在

過年度分損益勘定
留保資金

0 0 0 0

当年度分損益勘定
留保資金

0 767,386 705,044 62,342

過年度分消費税資
本的収支調整額

13,569 0 13,569 0

当年度分消費税資
本的収支調整額

0 18,955 0 18,955

　計 13,569 786,341 718,613 81,297

区　　　　分 前年度より繰越額 当年度発生額 当年度使用額

 
損益勘定留保資金等の当年度発生額は 7億 8,634万 1千円であった。 

損益勘定留保資金等の当年度使用額 7億 1,861万 3千円は、資本的収支の不足額補

てん財源に充てられたもので、その結果当年度末日の現在高は、8,129万 7千円(前年

度比 6,772万 8千円増)となっている。 
 
 

２ 経営成績について 
本年度における経営損益の状況（消費税を除いた収益及び費用）は、別表２に示す

とおりである。 

 

総収益(営業収益＋営業外収益＋特別利益)は 19 億 7,227 万 7 千円(前年度比 1.8％

増)であり、総費用(営業費用＋営業外費用＋特別損失)18 億 9,118 万円(同 2.7％減)

であった。 

営業収益 5億 4,823 万 7千円(同 2.2％増)に対し、営業費用 15 億 493万 2千円(同

1.2％減)であり、営業利益は△9 億 5,669 万 5 千円(同 3％増)であった。営業外収益

13億 8,924万 7千円(同 0.8％減)、営業外費用 3億 8,139 万 3千円(同 7.8％減)を加

味した経常利益は 5,116万円(同著増)であり、特別利益 3,479万 2千円(同皆増)、特

別損失 485万 4千円(同 41.3％減)を合わせた当年度純利益は 8,109万 7千円(同著増)

となった。 

 

 

（１）営業収益について 

営業収益 5 億 4,823 万 7 千円の内訳は、下水道使用料 5 億 4,695 万 9 千円(前年度

比 2.3％増)、その他営業収益 127万 9千円(同 17％減)である。 

その他営業収益の主な内容は、手数料 127万 6千円、雑収益 3千円である。 

手数料の主な内容は、下水道管路図写し交付手数料、排水設備等計画確認・検査手

数料等である。 

前年度と比較して増減した主な内容は、下水道接続件数の増加と水道使用量の増加

に伴う下水道使用料の増などである。 
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（２）営業費用について 

営業費用 15億 493万 2千円の内訳は、管渠費 5,368万 1千円(前年度比 17.7％減)、

総係費 7,802 万 2 千円(同 3.5％減)、流域下水道維持管理費 3 億 4,125 万 7 千円(同

4.7％減)、減価償却費 10億 2,472万円(同 0.7％増)などである。 

管渠費の主な内容は、委託料 3,685万 6千円、動力費 879万 6千円などである。ま

た、総係費の主な内容は、給料 2,081万 4千円、手当 945万 3千円、負担金 2,256万

5千円などである。 

前年度と比較して増減した主な内容は、管渠費では、工事請負費が資本的支出に会

計移行したことなどによる減。流域下水道維持管理費では、計画水量、前年度の余剰

金などにより決定する流域下水道維持管理負担金の減。資産減耗費では、固定資産の

除却が 8件増加したことに伴う増などである。 

 

 

（３）特別利益について 

特別利益 3,479 万 2 千円の内訳は、すべて過年度損益修正益であり、平成 28 年度

長期前受金の消費税分を過年度損益修正益に振替えたものである。 

 

 

（４）営業外収益について 

 営業外収益 13 億 8,924 万 7 千円の内訳は、他会計補助金 10 億 9,124 万 3 千円(前

年度比 4.2％減)、長期前受金戻入 2億 6,453万 9千円(同 1.9％増)、雑収益 3,346万

2千円(同著増)などである。 

 前年度と比較して増減した主な内容は、一般会計から公営企業への基準内繰入金の

減少に伴う一般会計補助金の減。平成 29 年度長期前受金の消費税分を雑収益へ振替

えたことによる、その他雑収益の増などである。 

 

 

（５）営業外費用について 

 営業外費用 3億 8,139万 3千円の内訳は、支払利息及び企業債取扱諸費 3億 4,826

万 4千円(前年度比 8.2％減)、雑支出 3,312万 9千円(同 3.4％減)である。 

 雑支出の主な内容は、特定収入のうち、課税仕入に係る消費税及び地方消費税の仕

入税額控除対象外分である。 

 前年度と比較して増減した主な内容は、平成 29 年度償還分が減少したことによる

企業債利息の減などである。 

 

 

（６）特別損失について 

 特別損失 485万 4千円の内訳は、すべて過年度損益修正損であり、主な内容は、漏

水による下水道料減額還付と平成 29年度不納欠損である。 
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汚水処理原価構成表は、別表３に示すとおりである。 

なお、構成表中の汚水処理費には、繰出基準に基づき他会計が負担すべき「分流式

下水道等に要する経費」が含まれている。 

汚水処理費の内訳は、維持管理費 32.0％、資本費 68.0％となっている。 

 

 

（１）有収水量 1ｍ3当りの収益（使用料単価）及び費用（汚水処理原価）については、

次の表のとおりである。 

使用料単価および汚水処理原価状況               （単位 ㎥、円、％） 
汚水処理費

（※)

1㎥当り
使用料単価

(ア)

1㎥当り
汚水処理原価

(イ)

1㎥当り
利益

経費回収率

(Ｃ) (Ｂ)／(Ａ) (Ｃ)／ (Ａ) (ア)－(イ)
(ア)／(イ)

×100

平成
29

年度
4,969,833 546,958,511 1,009,702,000 110.1 203.2 △ 93.1 54.2

平成
28

年度
4,852,500 534,803,035 1,023,731,000 110.2 211.0 △ 100.8 52.2

区分
有収水量

(Ａ)

下水道
使用料
(Ｂ)

（※) 汚水処理費＝汚水に係る維持管理費＋資本費【分流式下水道等に要する経費を除く】 

本年度の有収水量は 497 万㎥であり、1 ㎥当りの使用料単価 110.1 円に対し汚水処

理原価は 203.2 円になっている。使用料単価が汚水処理原価に対し 93.1 円不足して

おり、経費回収率は 54.2％である。 

 

 

（２）企業債償還額と下水道使用料について 

企業債償還額対下水道使用料比較表             （単位 千円、％） 

元金
(Ａ)

利息
(Ｂ)

合計
(Ｃ)

平成29年度 1,284,341 348,264 1,632,605 546,959 234.8 63.7 298.5

平成28年度 1,314,671 379,192 1,693,863 534,803 245.8 70.9 316.7

(B)
／

(Ｄ)

(C)
／

(Ｄ)
区分

企業債償還額 下水道
使用料
(Ｄ)

(Ａ)
／

(Ｄ)

  
下水道使用料に対する企業債償還額の割合は 298.5％と高い割合になっている。 
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（３）収益率については、次の表のとおりである。 

分析項目 平成29年度 平成28年度

10.1%

35.2%

338.8%

99.6%

営業外収益÷営業外費用

総収益÷総費用

算　　　　　　　　　　式

職員給与費対営業収益比率 ×１００

営業外収益対営業外費用比率 ×１００

8.1%職員給与費÷（営業収益－受託工事収益）

総収益対総費用比率 ×１００

364.3%

営業収益÷営業費用

104.3%

営業収益対営業費用比率 ×１００ 36.4%

 

職員給与費対営業収益比率は、職員給与費については、適正な職員の数と配置がさ

れているかが問題である。本年度の比率は 8.1％であった。 

営業収益対営業費用比率、総収益対総費用比率は、収益と費用の相対的な関連を示

すものであり、100％を超えて比率が高いほど良いとされる。 

本年度は、営業収益対営業費用比率が 36.4％、総収益対総費用比率が 104.3％であ

った。 

 

 

３ 財産状態について 
本年度における財産状態は、別表４に示すとおりである。 

 

 

（１）資産について 

資産総額は、339 億 719 万 2 千円(対前年度比 1.6％減)で、資産の構成は、固定資

産が 98.7％、流動資産が 1.3％となっている。 

ア 固定資産は、334 億 7,414 万 7 千円(同 2％減)である。主なものを前年度と比

較すると、構築物は 5億 8,206万 9千円の減少、機械及び装置は 3,318万 6千円

減少している。 

イ 流動資産は、4億 3,304万 5千円(同 51.1％増)である。主なものを前年度と比

較すると、現金・預金は 2億 5,070万 2千円の増加、未収金は 1億 1,529万 7千

円減少している。 

 

 

（２）負債について 

負債の総額は、291 億 429 万円(対前年度比 2.1％減)で、前年度に比べ 6 億 1,791

万円の減である。 

固定負債は 139億 2,570万 6千円(同 6.8％減)であり、すべて償還期限が 1年以降

に到来する企業債である。 

流動負債は 14億 7,529万 8千円(同 2.4％増)であり、1年内に償還期限が到来する
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企業債 12 億 5,584 万 6 千円、未払金 2 億 1,584 万 3 千円などである。未払金の内訳

は、収益的支出の内、管渠費 2,316万 6千円、総係費 2,545万 4千円、支払利息及び

企業債取扱諸費 1,997万 4千円、消費税及び地方消費税 1,109万円である。また、資

本的支出の内、管路建設改良費 7,250万 3千円、企業債償還金 6,365万 6千円である。 

繰延収益は 137 億 328万 7 千円(同 2.7％増)である。これは、償却資産の取得又は

改良に伴い交付された補助金について、「長期前受金」として負債計上したうえで、

減価償却見合い分を順次、収益化するものである。 

 

 

（３）資本について 

 資本総額は、48 億 290 万 2 千円(対前年度比 1.7％増)であり、前年度に比べ 8,109

万 7千円の増になっている。 

ア 資本金は、47億 2,908万 8千円であり、昨年度と同額である。 

イ 剰余金は、7,381 万 4 千円(同著増)であり、すべて当年度未処分利益剰余金で

ある。 

 

 

４ 経営分析について 

経営分析の状況は、別表５に示すとおりである。 

なお、分析項目は総務省下水道事業経営指標・下水道使用料の概要、下水道事業比

較経営診断表等を参考としている。 

 

ア 事業の概要 

事業別普及率は 65.3％(前年度比 0.5ポイント増)、進捗率は 63.2％(同 0.2ポ

イント増)であった。一般家庭用使用料(1ヶ月 20㎥あたり)は 1,944円であり、

類型平均値の 3,357円より低い金額である。処理区域内人口密度は 22人/haであ

り、前年度と同様である。 

 

イ 施設の効率性 

施設利用率は 64.2％(前年度比 1.8ポイント増)であり、類型平均値 111.0％よ

り低い数値となっている。有収率は 91.7％(同 1.3ポイント増)、水洗化率は

87.4％(同 1.7ポイント増)であった。 

 

ウ 経営の効率性 

使用料単価は 110.1円/㎥であり、類型平均値 179.9円/㎥より低い数値となっ

ている。汚水処理原価は 203.2円/㎥であり、内訳は、汚水処理原価(維持管理

費)103.3円/㎥、汚水処理原価(資本費)99.9円/㎥である。なお、汚水処理原価

【分流式下水道等に要する経費控除前】は 322.8円/㎥である。 

繰出基準に基づき他会計が負担すべき額を除いた汚水処理費に対する経費回

収率は 54.2％であり、類型平均値の 84.4％より低い数値となっている。なお、
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経費回収率(維持管理費)は 106.5％である。 

処理人口 1人あたりの管理運営費(汚水分)は 22,145円、処理人口 1人あたり

の維持管理費(汚水分)は 11,258円、処理人口 1人あたりの資本費(汚水分)は

10,886円であり、ともに類型平均値を上回っている。 

職員 1人あたりの処理区域内人口は 3,800人であり、類型平均値の 3,296人よ

り大きい数値となっている。 

 

エ 財政状態の健全性 

総収支比率は 104.3％、経常収支比率は 102.7％、営業収支比率は 36.4％、流

動比率は 29.4％である。 

また、資本構成比率は 54.6％、固定資産対長期資本比率は 103.2％である。 

処理区域内人口 1人あたりの地方債現在高は、333千円/人となっている。 

 

 

５ 業務実績について 

 本年度の業務実績は、別表６に示すとおりである。 

 

業務実績状況 

処理区域内人口は 45,596人(前年度比 90人増)、処理区域内水洗化人口は 39,867

人(同 851人増)であり、普及率 65.3％(同 0.5ポイント増)、水洗化率 87.4％(同 1.7

ポイント増)であった。処理区域内世帯数は 16,022戸(同 121戸増)であり、処理区域

内水洗化世帯数は13,022戸(同270戸増)となっている。総処理水量は5,417,623㎥(同

47,897㎥増)、有収水量は 4,969,833㎥(同 117,333㎥増)であり、有収率は 91.7％(同

1.3ポイント増)であった。処理区域面積は 2,039ha(同 6ha増)、汚水管渠延長は

392,824ｍ(同 1,278ｍ増)であった。 

決算年度においては、石和、御坂、一宮、八代地区で下水道管渠布設工事、石和、

御坂、一宮地区で舗装本復旧工事などが行われた。 

 

 

６ 不納欠損処分について 

当年度において、都市計画法、地方税法及び笛吹市財務規則の規定により、不納欠

損処分を行い、特別損失処理した下水道受益者負担金は、60件(前年度比 5件増)、46

万 9千円(同 15万 3千円増)である。また、地方自治法、笛吹市財務規則の規定によ

り不納欠損処理を行い、特別処理した下水道使用料は 556件(同 88件減)、185万 7

千円(同 27万 3千円減)である。 
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 【 審査意見 】 

 本市の平成 29年度公共下水道事業は、建設改良費に 3億 4千万円余りが投じられ、

新規に 1,278ｍの汚水管が整備された。建設改良費の抑制により処理区域内人口の増

加が見込めない中で、処理区域内水洗化人口は微増で推移し、今後も下水道使用料な

どの収益については大きな増加が見込めない状況が予想される。 

このような中、決算状況では、企業債残高は 151億円余りあり、決算年度において

元利償還が収益的支出の 17.9％、資本的支出の 78.0％と決算額の中で大きな割合を

占めている。 

また、繰出基準に基づき他会計が負担すべき額を除いた汚水処理費に対する、汚水

処理原価 203.2円／㎥に対し、使用料単価は 110.1円／㎥であり、1㎥当り 93.1円不

足し、経費回収率は 54.2％となっており、一般会計からの多額の基準外繰入金に依存

しているのが現状である。 

平成 30年 4月より、下水道事業の健全化を図るために下水道使用料金改定が行わ

れたが、引き続き下水道使用料、下水道受益者負担金の収納率向上に向けた滞納縮減

対策を強化されたい。また、公共用水域の水質保全のため、広報などで下水道事業の

役割を分かりやすく周知するとともに、未接続世帯への下水道加入促進に向けた対策

も積極的に講じられたい。 

 本市の下水道事業は、将来的な人口減少社会を控え、厳しい経営状況が想定される

が、全国の自治体における経営改善の取組みについて研究を行う中で、引き続き業務

の改善、合理化等による経費の削減に努め、実質的な収益の向上と安定した事業経営

を遂行できるよう望むものである。 
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決算資料21　　　別表1

【収　入】

 1 下水道事業収益 2,015,729,931 104.2 100.0 100.0 43,763,189 1,971,966,742

　1　営業収益 591,982,761 101.8 30.0 29.4 43,747,275 548,235,486

1　下水道使用料 590,705,511 101.8 30.0 29.3 43,747,000 546,958,511

2　受託工事収益 0 0.0 0.0 0.0 0 0

3　その他営業収益 1,277,250 97.8 0.1 0.1 275 1,276,975

　2　営業外収益 1,388,940,193 102.7 69.9 68.9 3,315 1,388,936,878

1　受取利息及び配当
金

3,927 392.7 0.0 0.0 0 3,927

2　他会計補助金 1,091,243,000 100.0 56.4 54.1 0 1,091,243,000

3　他会計負担金 0 0.0 0.0 0.0 0 0

4　消費税及び地方消
費税還付金

0 0.0 0.0 0.0 0 0

5　長期前受金戻入 264,538,814 101.3 13.5 13.1 0 264,538,814

6　雑収益 33,154,452 3,315,445.2 0.0 1.6 3,315 33,151,137

　3　特別利益 34,806,977 2,601.4 0.1 1.7 12,599 34,794,378

1　固定資産売却益 0 0.0 0.0 0.0 0 0

2　過年度損益修正益 34,806,977 2,603.4 0.1 1.7 12,599 34,794,378

2,000 0 0 2,000 △ 2,000

予算決算対照表

消費税抜き消費税

1,935,272,000

581,307,000

△ 1,000

3,298,814

構成比率

10,705,511

△ 28,750

36,313,193

予算額

80,457,931

10,675,761

決算額
増、△減

予算額
に対す
る決算
額の比
率

予算額に比べ決
算額の増減決算額

1,000

0

1,000 0

1,990,197,000

581,307,000

△ 54,925,000

0

0

0

0

1,147,643,000

0

0

0

(1)収益的収入及び支出

区 分
合計

予 算 額

当初予算額
法第24条第3項

補正予算額
の財源充当額

261,240,000

1,000

580,000,000

1,306,000

0

0

1,408,888,000

0

△ 56,261,000

1,000

580,000,000

1,306,000

1,352,627,000△ 56,261,000

0

0

1,000 2,927

△ 1,000

△ 139,000

1,000

1,336,000

33,153,452

33,468,9771,338,000

0

0

1,000 0 0 1,000 △ 1,000

1,091,382,000

2,000 0

261,240,000

1,000

33,469,9771,000 1,336,000 0 1,337,000

（単位：円）

0

0

0

1,000
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決算資料21　　　別表1

【支　出】

補 正 予 備 費 流 用

増 減 予算額 決算額

予 算 額 支 出 額 額

1 下水道事業費用 1,990,197,000 △ 54,925,000 0 0 0 1,935,272,000 0 1,935,272,000 1,948,722,018 0 △ 13,450,018 100.7 100.0 100.0 33,702,547 1,915,019,471

  1　営業費用 1,602,012,000 △ 56,225,000 32,000 0 0 1,545,819,000 0 1,545,819,000 1,538,634,692 0 7,184,308 99.5 79.9 79.0 33,702,531 1,504,932,161

1　管渠費 66,710,000 △ 500,000 0 0 0 66,210,000 0 66,210,000 57,950,827 0 8,259,173 87.5 3.4 3.0 4,269,488 53,681,339

2　受託工事費 1,000 0 0 0 0 1,000 0 1,000 0 0 1,000 0.0 0.0 0.0 0 0

3　総係費 82,977,000 2,815,000 32,000 0 0 85,824,000 0 85,824,000 80,154,321 0 5,669,679 93.4 4.4 4.1 2,132,507 78,021,814

4　流域下水道維持
管理費

425,000,000 △ 56,000,000 0 0 0 369,000,000 0 369,000,000 368,557,258 0 442,742 99.9 19.1 18.9 27,300,536 341,256,722

5　減価償却費 1,027,262,000 △ 2,540,000 0 0 0 1,024,722,000 0 1,024,722,000 1,024,720,161 0 1,839 100.0 52.9 52.6 0 1,024,720,161

6　資産減耗費 1,000 0 0 0 0 1,000 0 1,000 7,205,112 0 △ 7,204,112 720,511.2 0.0 0.4 0 7,205,112

7　加入促進費 60,000 0 0 0 0 60,000 0 60,000 47,013 0 12,987 78.4 0.0 0.0 0 47,013

8　その他営業費用 1,000 0 0 0 0 1,000 0 1,000 0 0 1,000 0.0 0.0 0.0 0 0

　2　営業外費用 380,885,000 △ 500,000 0 0 0 380,385,000 0 380,385,000 405,232,923 0 △ 24,847,923 106.5 19.7 20.8 0 405,232,923

1　支払利息及び企
業債取扱諸費

355,084,000 △ 500,000 0 0 0 354,584,000 0 354,584,000 348,264,410 0 6,319,590 98.2 18.3 17.9 0 348,264,410

2　消費税及び地方
消費税

25,800,000 0 0 0 0 25,800,000 0 25,800,000 23,926,200 0 1,873,800 92.7 1.3 1.2 0 23,926,200

3  雑支出 1,000 0 0 0 0 1,000 0 1,000 33,042,313 0 △ 33,041,313 3,304,231.3 0.0 1.7 0 33,042,313

　3　特別損失 4,300,000 1,800,000 0 0 0 6,100,000 0 6,100,000 4,854,403 0 1,245,597 79.6 0.3 0.2 16 4,854,387

1　過年度損益修正
損

4,300,000 1,800,000 0 0 0 6,100,000 0 6,100,000 4,854,403 0 1,245,597 79.6 0.3 0.2 16 4,854,387

2　その他特別損失 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 ― 0.0 0.0 0 0

　4　予備費 3,000,000 0 △ 32,000 0 0 2,968,000 0 2,968,000 0 0 2,968,000 0.0 0.2 0.0 0 0

1　予備費 3,000,000 0 △ 32,000 0 0 2,968,000 0 2,968,000 0 0 2,968,000 0.0 0.2 0.0 0 0

.

執行率

構成比率

不 用 額
地方公営企業
法第26条第2項
による繰越額

（単位：円）

消費税 消費税抜き区 分
小 計

地方公営企業法
第26条第2項に
よる繰越額

決 算 額
合 計

地方公営
企業法第
24条第3
項による
繰越額

当初予算額

予 算 額
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決算資料21　　別表1

【収　入】

1 下水道事業資本的収入 0 1,013,431,000 927,934,710 91.6 100.0 100.0 0 927,934,710

　1 企業債 0 264,400,000 246,000,000 93.0 26.1 26.5 0 246,000,000

　　1 建設企業債 264,400,000 246,000,000 93.0 26.1 26.5 0 246,000,000

　　2 資本費平準化債 0 0 ― 0.0 0.0 0 0

　2　負担金 0 77,123,000 31,944,710 41.4 7.6 3.4 0 31,944,710

　　　1 他会計負担金 45,122,000 0 0.0 4.5 0.0 0 0

　　　2 受益者負担金 32,000,000 31,944,710 99.8 3.2 3.4 0 31,944,710

　　　3 工事負担金 1,000 0 0.0 0.0 0.0 0 0

　3　補助金 0 671,908,000 649,990,000 96.7 66.3 70.0 0 649,990,000

　　　1　国庫補助金 75,000,000 53,082,000 70.8 7.4 5.7 0 53,082,000

　　　2　他会計補助金 596,908,000 596,908,000 100.0 58.9 64.3 0 596,908,000

108,690,000 △ 33,690,000 0 △ 21,918,000

（単位：円）

△ 45,122,000

△ 45,178,290

構成比率

予算額に
対する決
算額の比

率

予算額に比べ決
算額 の増 減額

決算額
消 費 税

消費税抜き
決算額

0

予算額

288,500,000 △ 24,100,000 0 △ 18,400,000

53,000,000

0 0

△ 1,000

△ 21,918,000

0

0

0 △ 55,290

0

0

0

649,198,000 22,710,000 0

32,000,000 0

△ 53,000,000

1,040,899,000

341,500,000

△ 27,468,000

540,508,000 56,400,000

50,201,000 26,922,000

26,922,00018,200,000

1,000

決 算 額
補正予算額

(1)資本的収入及び支出

区 分

予 算 額

地方公営企業
法第26条の規
定による繰越
額に係る財源

充当額

当初予算額 合計

継続費逓次
繰越額に係
る財源充当

額

△ 85,496,290

△ 18,400,000

増、△減

△ 77,100,000

0

0
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決算資料21　　別表1

【支　出】

予算額 決算額

1 下水道事業資本的支出 1,806,921,000 △ 30,147,000 0 1,776,774,000 0 0 1,776,774,000 1,646,548,208 113,539,000 0 16,686,792 92.7 100.0 100.0 18,954,753 1,627,593,455

  1　建設改良費 522,279,000 △ 30,147,000 0 492,132,000 0 0 492,132,000 362,206,786 113,539,000 0 16,386,214 73.6 27.7 22.0 18,954,753 343,252,033

   1　管路建設改良費 449,460,000 △ 21,064,000 0 428,396,000 428,396,000 298,648,115 113,539,000 0 16,208,885 69.7 24.1 18.1 14,445,754 284,202,361

   2  流域下水道建設費 66,158,000 △ 6,200,000 0 59,958,000 59,958,000 59,872,815 0 0 85,185 99.9 3.4 3.6 4,435,023 55,437,792

   3　総係費 6,661,000 △ 2,883,000 0 3,778,000 3,778,000 3,685,856 0 0 92,144 97.6 0.2 0.2 73,976 3,611,880

　2　企業償還金 1,284,342,000 0 0 1,284,342,000 0 0 1,284,342,000 1,284,341,422 0 0 578 100.0 72.3 78.0 0 1,284,341,422

　　1　企業償還金 1,284,342,000 0 0 1,284,342,000 1,284,342,000 1,284,341,422 0 0 578 100.0 72.3 78.0 0 1,284,341,422

　3　その他資本的支出 300,000 0 0 300,000 0 0 300,000 0 0 0 300,000 0.0 0.0 0.0 0 0

　　1　返還金 300,000 0 0 300,000 300,000 0 0 0 300,000 0.0 0.0 0.0 0 0

流
用
増
減
額

継続費
逓次繰
越額

執行率 消 費 税 消費税抜決算額

翌年度繰越額

地方公営企業
法第26条第2項
による繰越額

継続費
逓次繰
越額

構成比率

（単位：円）

区 分

小 計

決 算 額 不 用 額

合 計当初予算額

予 算 額

地方公営企業法
第26条第2項に
よ る 繰 越 額

補正予算額
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別表　2

（単位：円・％）

平成27年度

金 額 金 額 対前年比 金 額 対前年比

536,343,250 548,237,486 102.2

下水道使用料 534,803,035 546,958,511 102.3

受託工事収益 0 0

その他営業収益 1,540,215 1,278,975 83.0

1,522,769,848 1,504,932,161 98.8

管渠費 65,248,595 53,681,339 82.3

受託工事費 0 0

総係費 80,884,130 78,021,814 96.5

流域下水道維持管理費 357,976,784 341,256,722 95.3

減価償却費 1,017,597,127 1,024,720,161 100.7

資産減耗費 1,026,972 7,205,112 701.6

加入促進費 36,240 47,013 129.7

その他営業費用 0 0

△ 986,426,598 △ 956,694,675 103.0

1,400,884,244 1,389,247,338 99.2

受取利息及び配当金 3,321 3,927 118.2

他会計補助金 1,138,642,000 1,091,243,000 95.8

長期前受金戻入 259,494,229 264,538,814 101.9

雑収益 2,744,694 33,461,597 著増

413,469,010 381,393,016 92.2

支払利息及び企業債取扱諸費 379,192,003 348,264,410 91.8

雑支出 34,277,007 33,128,606 96.6

988,636 51,159,647 著増

0 34,792,213 皆増

過年度損益修正益 0 34,792,213 皆増

8,272,126 4,854,387 58.7

過年度損益修正損 4,123,707 4,854,387 117.7

その他特別損失 4,148,419 0 皆減

△ 7,283,490 81,097,473 著増

△ 7,283,490

△ 7,283,490 73,813,983 著増

前年度繰越利益欠損金

当年度未処分利益剰余金

比　較　損　益　計　算　書

平成29年度

営　業　外　費　用

区 分

科 目

営　業　収　益

営　業　費　用

平成28年度

営　業　外　収　益

営　業　利　益

特　別　損　失

経　常　利　益

当年度純利益

特　別　利　益

平
成
２
８
年
度
よ
り
企
業
会
計
に
移
行

 

15



別表　3

職員給与費 2.8 82.1

流域下水道維持管理負担金 21.3 95.3

委託料 2.3 120.5

材料費 0.0 84.9

動力費 0.5 108.7

通信運搬費 0.2 99.9

修繕費その他 4.8 92.5

0.0

0.0

32.0 95.2

企業債等利息 11.4 97.3

減価償却費 19.6 105.6

※分流式下水道等に要
する経費 37.1 94.0

0.0

68.0 97.7

100.0 96.9

(※)構成表中の汚水処理費には、繰出基準に基づき他会計が負担すべき「分流式下水道等に要する

　経費」が含まれている。　

　　なお、以下、「汚水処理費」については特に表示がない場合、「分流式下水道等に要する経費」

　は除くものとする。

汚水処理費 1,009,702,000

年間有収水量 4,969,833

汚水処理費
(分流式下水道等に
要する経費含む)

1,604,432,000

年間有収水量 4,969,833

203.2

汚水処理原価(円/㎥)
※分流式下水道等に要する経費
控除前

＝ ＝ 322.8

合計 1,656,190 1,604,432

汚水処理原価(円/㎥) ＝ ＝

(※)

小計 1,117,175 1,091,091

資
本
費

187,376 182,228

297,340 314,133

632,459 594,730

小計 539,015 513,341

8,091 8,796

3,006 3,004

83,957 77,702

汚

水

処

理

費

維

持

管

理

費

54,332 44,632

357,977 341,257

31,082 37,466

570 484

汚水処理原価構成表

（単位　千円、％）

科　　　目 平成28年度金額 平成29年度金額 構成比率 対前年比
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別表　4

（単位：円・％）

金 額 構成比率 対前年比 金 額 構成比率 対前年比

34,157,389,929 99.2 33,474,147,489 98.7 98.0

31,168,849,627 90.5 30,552,867,811 90.1 98.0

構築物 30,737,901,426 89.2 30,155,832,494 88.9 98.1

機械及び装置 421,205,389 1.2 388,019,180 1.1 92.1

車輌運搬具 1,949,325 0.0 1,255,650 0.0 64.4

工具器具及び備品 7,793,487 0.0 7,760,487 0.0 99.6

建設仮勘定 0 0.0 0 0.0

2,988,540,302 8.7 2,921,279,678 8.6 97.7

流域下水道施設利用権 2,988,540,302 8.7 2,921,279,678 8.6 97.7

286,614,360 0.8 433,044,629 1.3 151.1

64,378,406 0.2 315,080,681 0.9 489.4

225,035,954 0.7 109,739,228 0.3 48.8

△ 2,800,000 0.0 △ 8,183,000 0.0 292.3

0 0.0 7,720 0.0 皆増

0 0.0 16,400,000 0.0 皆増

34,444,004,289 100.0 33,907,192,118 100.0 98.4

14,935,551,895 43.4 13,925,705,584 41.1 93.2

14,935,551,895 43.4 13,925,705,584 41.1 93.2

1,440,228,158 4.2 1,475,297,984 4.4 102.4

1,284,341,422 3.7 1,255,846,311 3.7 97.8

151,202,759 0.4 215,842,701 0.6 142.8

4,637,000 0.0 3,573,000 0.0 77.1

46,977 0.0 35,972 0.0 76.6

13,346,419,746 38.7 13,703,286,587 40.4 102.7

13,605,688,663 39.5 14,223,392,948 41.9 104.5

△ 259,268,917 △ 0.8 △ 520,106,361 △ 1.5 200.6

29,722,199,799 86.3 29,104,290,155 85.8 97.9

4,729,087,980 13.7 4,729,087,980 13.9 100.0

4,729,087,980 13.7 4,729,087,980 13.9 100.0

△ 7,283,490 0.0 73,813,983 0.2 著増

0 0.0 0 0.0

工事負担金 0 0.0 0 0.0

国庫補助金 0 0.0 0 0.0

△ 7,283,490 0.0 73,813,983 0.2 著増

当年度未処分剰余金・未処理欠損金 △ 7,283,490 0.0 73,813,983 0.2 著増

4,721,804,490 13.7 4,802,901,963 14.2 101.7

34,444,004,289 100.0 33,907,192,118 100.0 98.4負　債　・　資　本　合　計

固有資本金

引当金

剰　余　金

資本剰余金

利益剰余金

資　本　合　計

その他流動負債

繰　延　収　益

長期前受金

長期前受金収益化累計額

資　本　金

負　債　合　計

貸倒引当金

固　定　負　債

企業債

流　動　負　債

企業債

未払金

比　較　貸　借　対　照　表

区 分 平成28年度 平成29年度

科 目

固　定　資　産

現金及び預金

未収金

有形固定資産

無形固定資産

資　産　合　計

流　動　資　産

前払費用

前払金

平
成
２
８
年
度
よ
り
企
業
会
計
に
移
行
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別表　５

現在処理区域内人口 45,596

行政区域内人口 69,861

現在処理区域内人口 45,596

全体計画人口 72,180

現在処理区域内人口 45,596

現在処理区域面積 2,039

現在晴天時平均処理水量(㎥／日) 29,759

現在処理能力(晴天時)(㎥／日) 46,350

年間有収水量(㎥) 4,969,833

年間汚水処理水量(㎥) 5,417,623

現在水洗便所設置済人口 39,867

現在処理区域内人口 45,596

使用料収入 546,958,511

年間有収水量 4,969,833

汚水処理費(汚水に係る維持管理費＋資本費) 1,009,702,000

年間有収水量 4,969,833

汚水処理費(汚水に係る維持管理費＋資本
費)＋【分流式下水道等に要する経費】

1,604,432,000

年間有収水量 4,969,833

汚水処理費(維持管理費)＝汚水に係る(管渠
費＋ポンプ場費＋処理場費＋その他)

513,341,000

年間有収水量 4,969,833

汚水処理費(資本費・法適)＝汚水に係る
(企業債利息＋減価償却費)

496,361,000

年間有収水量 4,969,833

使用料収入 546,958,511

汚水処理費 1,009,702,000

使用料収入 546,958,511

汚水処理費＋【分流式下水道等に要する経費】 1,604,432,000

使用料収入 546,958,511

汚水処理費(維持管理費) 513,341,000

管理運営費(汚水分) 1,009,702,000

現在処理区域内人口 45,596

維持管理費(汚水分) 513,341,000

現在処理区域内人口 45,596

資本費(汚水分) 496,361,000

現在処理区域内人口 45,596

現在処理区域内人口 45,596

職員数 12

総収益 1,972,277,037

総費用 1,891,179,564

経常収益 1,937,484,824

経常費用 1,886,325,177

営業収益－受託工事収益 548,237,486

営業費用－受託工事費用 1,504,932,161

流動資産 433,044,629

流動負債 1,475,297,984

資本合計＋繰延収益 18,506,188,550

負債・資本合計 33,907,192,118

固定資産 33,474,147,489

固定負債＋資本合計＋繰延収益 32,431,894,134

地方債現在高(千円) 15,181,552

現在処理区域内人口 45,596

％

％

52.5 51.4

103.5 102.4

22.資本構成比率

23.固定資産対長期資本比
率

×100

×100

54.6

103.2

21.流動比率 ×100 29.4 ％19.9

経 営 分 析 比 較 表 　　　　

分 析 項 目 算　　　　式 29年度
比率

28年度
比率

平成28年度
類型平均値

(*1)
単位

1.事業別普及率 ×100 65.3 64.8 ％

3,357 円

2.進捗率 ×100 63.2 63.0 90.3 ％

3.一般家庭用使用料
(1ヶ月20㎥あたり)

1,944 1,944

4.処理区域内人口密度 22 22

6.有収率 ×100 91.7 90.4 79.9

×100 64.2

85.7 87.2 ％

24 人/ha

62.4 111.0 ％

110.2 179.98 円/㎥

％

5.施設利用率

7.水洗化率 ×100 87.4

9.汚水処理原価 203.2 211.0 213.32 円/㎥

8.使用料単価 110.1

10.汚水処理原価
(維持管理費)

103.3 111.1 115.12 円/㎥

11.汚水処理原価
(資本費)

99.9 99.9 98.20 円/㎥

12.経費回収率 ×100 54.2

156.3 ％

52.2 84.4 ％

22,145 22,497 19,236 円/人
14.処理人口1人あたりの
管理運営費(汚水分)

13.経費回収率(維持管理費) ×100 106.5 99.2

15.処理人口1人あたりの
維持管理費(汚水分)

11,258 11,845 10,381 円/人

16.処理人口1人あたりの
資本費(汚水分)

10,886 10,652 8,855 円/人

×100

17.職員1人あたりの処理
区域内人口

3,800 3,792 3,296 人/人

×100

18.総収支比率 104.3 99.6 141.0 ％

％×100

19.経常収支比率 102.7 100.1 84.1 ％

24.処理区域内人口1人あ
たりの地方債現在高

333 356 372 千円/人

20.営業収支比率 36.4 35.2

※　総務省下水道事業経営指標・下水道使用料の概要、下水道事業比較経営診断表を参照。

(*1)平成28年度類型平均値＝類型区分「cd1」＜処理人口区分：1万人以上5万人未満＞＜有収水量密度区分：2.5千㎥/ｈａ未満＞＜供用開始後年数別区分25年以上＞の平均値

9-1.汚水処理原価【分流式下
水道等に要する経費控除前】

322.8 341.3 335.42 円/㎥

12-1.経費回収率【分流式下
水道等に要する経費控除前】

×100 34.1 32.3 53.7 ％
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流動比率は、企業の支払能力を見るもので、流動性を確保するためには流動資産が流動負債の２倍以上であることが要求さ
れ、理想比率は200％以上であり、100％を下回っていれば不良債務が発生していることになる。

総資本に占める資本の割合であり、財政状態の長期的な安全性を見る指標である。

自己資本構成比率と同じく、事業の固定的・長期的安全性を見る指標で、資金が長期的拘束される固定資産が、どの程度自己
資本や長期借入金によって調達されているか示す。100％以上の場合、固定資産の一部が一時借入金等の流動資産によって調達
されており、不良債務発生の原因となる。

　　　　

説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

行政区域内人口に占める処理区域内人口の割合である。当該事業の整備状況を表すものである。事業ごとに算出しているため
団体全域の普及率ではない。

全体計画人口に占める処理区域内人口の割合である。全体計画に対しての進捗状況を表すものである。

現在処理区域内人口のうち、実際に水洗便所を設置して汚水を処理している人口の割合である。

有収水量1㎥あたりの汚水処理費であり、その水準を示す。汚水処理費は、維持管理費と資本費とに分けられる。維持管理費は
日常の下水道施設の維持管理に要する経費であり、具体的には、人件費、動力費、薬品費、施設補修費、管渠清掃費及びその
他の維持管理費によって構成される。資本費は、地方公営企業法適用企業にあっては減価償却費、企業債等支払利息(一時借入
金利息を除く。)及び企業債取扱諸費等の合計額である。資本費については、すでに発行された企業債(ないし地方債)や資産の
取得原価に基づき算定されたものであり、下水道使用水量や使用者数の多寡にかかわりなく、償還時点においては固定的に必
要とされる費用なので、短期間での削減は難しい。なお、平成18年度から「分流式下水道等に要する経費」が新設されたが、
当該繰出しは不採算経費に対する繰出しであるため、より汚水処理原価を明確化するために、分流式下水道等に要する経費を
控除する前の汚水処理原価を掲載している。

処理した汚水のうち使用料徴収の対象となる有収水の割合である。有収率が高いほど使用料対象外の不明水が少なく、効率的
であるということができる。下水道においては、管渠の接続部分、マンホール等からある程度の不明水が流入することはやむ
を得ないが、著しく有収率の低い団体にあっては、多量の不明水が発生する原因の究明とその削減に努める必要がある。

有収水量1㎥あたりの使用料収入であり、使用料の水準を示す。使用料単価は、その分子が全体の使用料収入であり、団体の使
用料水準の全般を論じる際に有効であるといえる。したがって、類型平均と比較して低い事業体にあっては、本指標と使用料
体系及び1ヶ月20㎥あたり一般家庭用下水道使用料と併せて、他の団体と比較検討することにより、自団体の使用料設定上の問
題点を究明する必要がある。また、使用料単価は、経費回収率の分子をなす指標である。経費回収率及びその分母をなす汚水
処理原価と併せて自団体の経営上の特徴、問題点を分析する必要がある。

汚水処理に要した費用に対する、使用料による回収程度を示す指標である。下水道の経営は、経費の負担区分を踏まえて汚水
処理費全てを使用料によって賄うことが原則である。したがって、経費回収率は、下水道事業の経営を最も端的に表している
指標といえよう。なお、平成18年度から「分流式下水道等に要する経費」が新設されたが、当該繰出しは不採算経費に対する
ものであるため、より経費回収率を明確化するために、汚水処理費から分流式下水道等に要する経費を控除する前の経費回収
率を掲載している。

総収益と総費用の比率を表したものである。100％未満であると総収支が赤字であることを示している。

営業収支比率は、業務活動によってもたらされた営業収益と、それに要した営業費用とを対比して業務活動の能率を示すもの
であり、これによって経営活動の成否が判断されるものである。100％を超えて比率が高いほど経営成績が良いことを示し、
100%未満であるときは、営業損失が生じていることを意味する。

経常収益と経常費用の比率を表したものである。100％未満であると経常収支が赤字であることを示している。

現在処理区域内人口1人あたりにかかっている維持管理費であり、効率的な維持管理の状況をみるものである。なお、この場合
の維持管理費には、管渠、ポンプ場、処理場その他にかかっている汚水処理費、雨水処理費、流域下水道管理運営費負担金そ
の他など、全てが含まれている。

地方債現在高を処理区域内人口で除したものである。

一般家庭において1ヶ月あたり20㎥使用した場合に下水道使用料として徴収される金額である。ただし、戸割、人頭割等の使用
料を設定している団体にあっては、世帯員数を3人とした場合の使用料としている。また、地区別等、複数の使用料体系を設定
している場合は、一番有収水量の多い使用料体系での額としている。

処理区域面積1haあたりの処理区域内人口を表したものである。

現在晴天時平均処理水量を現在処理能力(晴天時)で除したものである。施設がどの程度利用されているのかを示す。

現在処理区域内人口1人あたりにかかっている資本費である。なお、この場合の資本費とは、法適用事業は減価償却費と企業債
利息等である。

処理区域内人口を職員数で除したものである。

現在処理区域内人口1人あたりにかかる管理運営費である。この場合の管理運営費とは、維持管理費と資本費を合計したもので
ある。
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別表　6

単位 平成29年度 平成28年度 平成27年度 平成26年度
増減

(29-28)

人 69,861 70,253 70,599 70,749 △ 392

人 72,180 72,180 72,180 72,180 0

人 45,596 45,506 44,627 44,480 90

人 39,867 39,016 38,219 37,823 851

％ 65.3 64.8 63.2 62.9 0.5

％ 87.4 85.7 85.6 85.0 1.7

公共桝設置
数

戸 16,022 15,901 15,777 15,586 121

契約予定数 戸 16,022 15,901 15,777 15,586 121

公共桝設置
数

戸 13,022 12,752 12,500 12,207 270

累積契約者
数

戸 13,022 12,752 12,500 12,207 270

㎥ 5,417,623 5,369,726 5,630,711 5,494,574 47,897

㎥ 4,969,833 4,852,500 4,880,241 4,821,534 117,333

％ 91.7 90.4 86.7 88.0 1.3

ha 2,039 2,033 2,012 1,994 6

ｍ 392,824 391,546 389,458 386,669 1,278

㎥ 42,247 31,820 34,768 33,124 10,427

㎥ 14,843 14,712 15,427 15,054 131

円
203.2

（322.8）
211.0

（341.3）
217.6 227.5

△7.8
（△18.5）

円 110.1 110.2 113.2 117.6 △ 0.1

円 △ 93.1 △ 100.8 △ 104.4 △ 109.9 7.7

職員数（除く管理者） 人 12 13 14 14 △ 1

人 1 2 2 2 △ 1

1㎥当り使用料単価(B)

行政区域内人口

処理区域
内水洗化
世帯数

普及率
※(処理区域内人口
／行政区域内人口×100)

全体計画人口

(＊1)平成28年度より企業会計移行により、企業債元金分の代わりに減価償却費分が汚水処理費の
算定対象となった。（カッコ内は「分流式下水道に要する経費」を汚水処理費として算入した場合の額。）
(＊2)平成27年度以前の処理原価及び使用料単価は、税込価格である。

うち臨時職員

一日最大処理水量

一日平均処理水量

使用料単価－処理原価
(B)-(A) 1㎥当り利益

処理区域内水洗化人
口

処理区域内人口に対
する水洗化率

有収水量

1㎥当り処理原価(A)

汚水管渠延長

項　　目

公共下水道事業　業務実績比較表

有収率※(有収水量／総処理
水量×100)

処理区域面積

処理区域内人口

総処理水量

処理区域
内世帯数

(＊1) (＊2) 

(＊2) 
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